
新城市鳥獣捕獲許可事務取扱要綱

平成 17 年 10 月 1 日

告示第 9 号

（趣旨）

第１条 鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律（平成 14 年法律第

88 号。以下「法」という。）第９条の規定に基づく、鳥獣の捕獲又は殺傷（以

下「捕獲等」という。）又は鳥類の卵の採取又は損傷（以下「採取等」という。

「捕獲等」と合わせ、以下「有害鳥獣捕獲等」という。）の許可（以下「有害

鳥獣捕獲等許可」という。）に関する事務のうち、新城市（以下「市」という。）

において行う事務処理については、法、鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正

化に関する法律施行規則（平成 14 年環境省令第 28 号。以下「省令」という。）、

鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律施行細則（平成 15 年愛知

県県規則第 37 号。以下「県規則」という。）、愛知県事務処理特例条例（平成

11 年愛知県条例第 55 号）及び愛知県の鳥獣保護事業計画に定めるもののほか、

この要綱によるものとする。

（基本的な考え方）

第２条 有害鳥獣捕獲等は、鳥獣による生活環境、農林水産業又は生態系に係る

被害（以下「被害」という。）が現に生じ、又はそのおそれがある場合に、そ

の防止及び軽減を図るために行うものとし、原則として被害防除対策によって

も被害が防止できないと認められるときに行うものとする。ただし外来鳥獣等

については、この限りでない。

２ 有害鳥獣捕獲等の実施に当たっては、被害防除のため迅速かつ有効に実施す

るよう指導するほか、関係機関との連携を図りながら、総合的かつ効果的な防

除対策が講じられるよう指導するものとする。併せて、被害防止の観点から、

日頃より人の生活に伴い排出される餌に野生生物が依存し、被害を生じやすく

することがないよう周知するとともに、捕獲等の実施に際しても対象となる鳥

獣の嗜好する餌を用いた方法をとることにより、結果として被害の発生の遠因

を発生せしめるようなことがないよう指導するものとする。

第３条 （削除）

（許可基準）

第４条 有害鳥獣捕獲等許可に当たっては、法、省令、県規則及び鳥獣保護事業

計画に従うもののほか、特別の事由がない限り別表の許可基準によるものとす

る。

（留意事項）

第５条 有害鳥獣捕獲等許可に当たっては、次の事項に留意するものとする。

(1) 銃器による捕獲にあっては、有害鳥獣捕獲等許可を受ける者の狩猟免許の

有無を確認するとともに、使用する銃器の用途として銃砲刀剣類所持等取締

法の規定による許可の有無を確認すること。

(2) 捕獲物については、鉛中毒事故等の問題を引き起こすことのないよう、山

野に放置することなく、捕獲の目的に照らして適正に処理させるものとし、

捕獲物の処理方法を申請書に明記させること。
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(3) 捕獲物を利用する場合は、国内で適法捕獲された個体であることを明確に

し、違法な捕獲物と誤認されないようにすること。

(4) 捕獲個体を致死させる場合は、できる限り苦痛を与えない方法によるよう

指導すること。

（申請書の提出等）

第６条 申請者が鳥獣の捕獲等又は鳥類の卵の採取等を行う場合、申請者は鳥獣

捕獲等許可申請書（様式第１）を市に提出しなければならない。また、必要に

応じて以下の書類を添付する。

(1) 有害鳥獣捕獲等を行う場所を明らかにした図面

(2) 有害鳥獣捕獲等の方法を具体的に明らかにした図面等(銃器を使用する場

合は除く。)

(3) ２名以上の者が申請する場合にあっては、鳥獣捕獲等許可申請者(従事者)

名簿（様式第７別紙）

(4) 依頼により有害鳥獣捕獲等をする場合は、鳥獣捕獲等依頼書(様式第３)

(5) その他申請の内容を明らかにするために必要と認める書類

２ 申請人が国、地方公共団体又は法第 9 条第 8 項の規定に基づき環境大臣が定

める法人（以下「法人等」という。）による申請の場合であって、従事者証の

交付（「補助者」も含む）を受ける場合は、別途従事者証交付申請書（様式第

７）及び鳥獣捕獲等許可申請者(従事者)名簿（様式第７別紙）を提出させるも

のとする。

３ 市長は、許可申請があった場合は、その内容を審査し、適当と認めたときは、

許可証（様式第２号）及び従事者証（様式第８号）により交付申請をした者に

通知するものとする。

（許可証等の記載）

第７条 鳥獣捕獲等許可証（以下「許可証」という。）及び鳥獣捕獲等従事者証

（以下「従事者証」という。「許可証」とあわせ以下「許可証等」という。）

の記載は、次により行うものとする。

(1) 許可証（様式第２）の記載事項

ア 番号には、市名を冠する。

イ 目的の欄は、別表の区分により「有害鳥獣捕獲(対処捕獲)」「有害鳥

獣捕獲(予察捕獲)」又は「特定鳥獣保護管理計画に基づく数の調整」と

記載する。

ウ 方法の欄は、具体的に記入する。

例１ 「口径 10 番及びこれより口径の大きいものを除く散弾銃」

例２ 「網(ただし、かすみ網は除く。)」

エ 区域の欄は、その区域をはっきりと明示する。

例１ 新城市一円で省令第 7条第 1項第 7号に示す場所すべてを除く場合

「新城市一円ただし、省令第 7 条第 1 項第 7 号の場所を除く。」

例２ 新城市一円で省令第 7条第 1項第 7号のうち鳥獣保護区のみを含め

る場合

「新城市一円ただし、省令第 7 条第 1 項第 7 号の場所（イの場所を除

く。）を除く。」
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例３ 特定の地番で許可する場合

「新城市○○○○○番地内」

(2) 従事者証（様式第８）の記載事項

ア 番号には、市名を冠し、従事者の一連番号を記入する。

イ 鳥獣等の種類及び数量は、許可証の該当欄の内容と一致させる。

（許可証等の交付等）

第８条 許可証等は、申請者に交付するものとする。

２ 許可証は、許可を受けた法人等が保管し、従事者証は、捕獲に従事させる期

間において、本人に所持させるものとする。

（許可証等の携帯）

第９条 捕獲を実施するときは、許可証又は従事者証を携帯させるものとする。

（標識の装着）

第１０条 法第 62 条第 3 項に準拠して、使用する捕獲用具(銃器を除く。)ごとに、

住所、氏名、許可者、許可年月日及び許可番号、捕獲目的並びに許可有効期間

を、縦 1.0 センチメートル以上、横 1.0 センチメートル以上の文字で記載した

金属製又はプラスチック製の標識を装着させるものとする。



（鳥獣捕獲事業指示書等）

第１１条 法人等に対する許可の場合は、法人等に対し指揮監督の適正を期する

ため、鳥獣捕獲事業指示書（様式第４）を従事者に交付させるとともに、鳥獣

捕獲従事者台帳（様式第５）を整備するよう指導するものとする。ただし、別

表の許可証等交付対象者の４に規定する補助者においては、この限りではない。

（危害の発生防止）

第１２条 鳥獣の捕獲を実施するに当たっては、捕獲実施者等に対して、次の事

項について周知徹底及び指導に努めるものとする。

(1) 捕獲に伴う危害の発生防止を図るため、実施に当たっては、必要に応じて

事前に関係地域住民等へ周知させるとともに、万全の措置を講じさせること。

(2) 銃器による捕獲の実施に当たっては、実施日時及び区域について、実施の

都度、事前に文書により、地元関係機関等と綿密な連絡を取らせること。

（通知）

第１３条 市長は、許可をした場合には、鳥獣捕獲許可調書（様式第６）を添え、

愛知県東三河総局長及び新城警察署長並びに鳥獣保護管理員等に通知するもの

とする。

（許可証等の返納）

第１４条 捕獲許可の期間が満了し、又はその効力が失われた場合には、速やか

に許可証等を返納させるとともに、捕獲結果についての報告を行わせるものと

する。

２ 許可証等の返納の際には、鳥獣の保護管理の適正な推進を図るうえで必要な

資料を得るため、許可証の裏面又は別紙にて、有害鳥獣捕獲等した場所、鳥獣

等の種類、捕獲等又は採取等した数量、性別及び捕獲物の処理の概要等につい

ての報告を被許可者に対し求めるものとする。

（許可証等の再交付等）

第１５条 許可証等の交付を受けた者が許可証等を亡失、滅失等し、再交付を受

けようとする場合は、許可書等亡失届出書 許可証等再交付申請書（様式第９）

を提出させるものとする。

（許可の取り消し）

第１６条 市長は、許可を受けた者が許可基準を満たさなくなった場合、申請書

及び提出書類に虚偽の記載等があることが発覚した場合、又は市長が許可を取

り消すことが妥当であると認める場合、許可を受けた者に通知した上で、許可

を取り消すことができる。

２ 法人等による申請の場合であって、従事者証の交付を受けている者について

も前項の規定を適用し、従事者証の交付を取り消すことができる。

（その他）



第１７条 市長は、市内の鳥獣保護区、休猟区、自然公園、自然休養林及び風致

地区等の位置を示した図面を整備し、申請者が参照できるようにするものとす

る。

２ 鳥獣捕獲許可事務の取扱いに当たっては、この要綱に定めるもののほか、必

要が生じた場合は、愛知県東三河総局と協議のうえ処理するものとする。

附 則

この要綱は、平成１７年１０月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成１９年７月２７日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２４年６月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２５年８月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２７年１２月２５日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、令和５年３月１日から施行する。



別表(第４条関係)

許可基準

目的 許可証等交付対象者 鳥獣の種類・員数 許可の期間 許可区域 方法

有害鳥獣捕獲等

(対処捕獲・予察捕獲)

特別の事由がない限り、原則として次のいずれにも該当する者

１ 被害者又は被害者から依頼された者であって、新城市に住所を有

する者、若しくは、新城市外に住所を有する者で、新城市内におい

て農地等の管理が認められる者、若しくは、その者の所属する公署

等が、新城市に所在する者

２ 法第４０条に規定する狩猟免許の欠格事由に該当しない者

３ 法第２条第６項に規定する法定猟法による場合は、当該狩猟免許

の取得者であり、かつ、省令第６７条第２項第１号若しくは第２号

に該当する者

ただし、狩猟免許を受けていない者に対しては、次の場合は許可できる。

ア 垣、柵その他これに類するもので囲まれた住宅の敷地内において銃器を使

用しないで鳥獣を捕獲する場合。

イ 農林業被害の防止の目的で農林業者が自らの事業地内において、囲いわな

を用いて鳥獣を捕獲する場合。

ウ 農林業被害の防止の目的で農林業者が自らの事業地内において小型の箱わ

な等により、アライグマ・ハクビシン・ヌートリアなどの鳥獣を捕獲する場合で

あって、錯誤捕獲等により鳥獣の保護に重大な支障を生じないと認める場合

エ 被害を防止する目的で巣の撤去等に伴い、ハシブトガラス、ハシボソガラス、

ドバト等の雛を捕獲等する場合又は卵の採取等をする場合

４ 法人に対する許可に当たっては、従事者は狩猟免許を有する者とする。ただし、

銃器の使用以外の方法による場合で、従事者の中に猟法の種類に応じた狩猟免許所

持者が含まれ、かつ、当該法人が従事者に対して講習会を実施することにより捕獲

技術、安全性等が確保されていると認められる場合は、従事者の中に当該免許を受

けていない者を補助者として含むことができる。

（注）農地等とは、農地、別荘をいう。農地の要件は、経営耕地面積

が３０アール以上をいう。ただし、市長が認める場合は、この限り

ではない。

被害の状況及び有害鳥獣の生息状況等を

勘案して、必要最小限とする。

なお、下表左欄に掲げる鳥獣については、

捕獲に従事する者 1 人あたりの許可数量の上

限を概ね下表右欄に掲げる数量とする。ただ

し、希少鳥獣については、必要に応じて個別

に検討するものとする。

１ 時期及び期間は、原則

として、被害が生じてい

る時期のうち、最も効果

的に捕獲が実施できる時

期で必要かつ適切な期間

とする。ただし、被害等

の発生が予想される場合

等特別な事由が認められ

る場合は、この限りでな

い。

２ 捕獲対象以外の鳥獣の

繁殖に支障がある期間は

避けるよう指導するもの

とする。

３ 狩猟期間中及びその前

後における有害鳥獣捕獲

の許可については、狩猟

や狩猟期間の延長と誤認

されるおそれがないよ

う、当該期間における有

害鳥獣捕獲の必要性を十

分審査するものとする。

４ 許可の期間は、原則と

して２か月以内とする。

ただし、市町村等が行う

法人捕獲の場合にあって

は、６か月以内となるよ

う指導するものとする。

５ 予察捕獲の許可は、鳥

獣保護事業計画に定める

被害発生予察表に基づく

ものとする。

１ 新城市内であって、被

害の状況及び有害鳥獣の

生息状況等を勘案して必

要最小限とする。

２ 鳥獣保護区及び休猟区

における有害鳥獣捕獲に

ついては、捕獲効率の向

上が見込まれる手法等に

より実施することとし、

他の鳥獣の繁殖に支障の

ないよう配慮する。

３ 特定猟具禁止区域（銃

器）においては、安全性

が確保される区域を除

き、原則として銃器によ

る有害鳥獣捕獲は行わな

いものとする。

１ 捕獲用具は捕獲効果を考慮し最も適切なも

のとする。

２ 法第１２条第１項又は第２項で禁止されて

いる猟法は原則として認めないものとする。

３ 空気銃を使用する場合は、半矢の危険性があ

るため、大型獣類には使用を認めない。ただし、

使用する空気銃の性能及び対象獣類の大きさ

等を考慮し、取り逃す危険性の少ない状況にお

いて使用する場合はこの限りではない。

４ 指定猟法禁止区域（鉛散弾の使用）における

鉛散弾の使用は認めないものとする。

５ 多人数で捕獲する場合は、班を編成させて行

わせるものとする。

６ 鳥類の卵の採取等については、原則として現

に被害を発生させている鳥類の捕獲等を行う

ことが困難であり、鳥類の捕獲等だけでは目的

が達成できない場合、若しくは、建築物等の汚

染等を防止するため、巣を除去する必要がある

場合で、併せて卵の採取等を行う場合とする。

７ わなの使用に当たっては、以下の許可基準に

よるものとする。ただし、とらばさみの使用は

禁止する。

○1 ツキノワグマの捕獲を目的とする許可申

請の場合は、はこわなに限る。

○2 獣類（ツキノワグマ、イノシシ及びニホ

ンジカを除く。）の捕獲を目的とする許

可申請の場合で、くくりわなを使用する

場合は、原則として輪の直径が 12cm 以

内であり、締付け防止金具を装着したも

のとする。

○3 イノシシ及びニホンジカの捕獲を目的

とする許可申請の場合で、くくりわなを

使用する場合は、上記○2 の規制に加え、
ワイヤーの直径が４mm 以上であり、よ

りもどしを装着したものとする。

８ 網の使用に当たっては、大型獣類には使用を

認めない。ただし、緊急の場合は、この限りで

はない。

鳥獣名 許可数量

ハシボソガラス 50 羽以内

ハシブトガラス 50 羽以内

カワラバト
(ドバト)

50 羽以内

ヒヨドリ 100 羽以内

ムクドリ 100 羽以内

(網使用の場合は

2,000 羽以内)

スズメ 200 羽以内

(網使用の場合は

2,000 羽以内)

カモ類 20 羽以内

カワウ 50 羽以内

その他鳥類 10 羽以内

ハクビシン 100 頭以内

モグラ全科 100 頭以内

ネズミ全科（ドブネズ

ミ、クマネズミ、ハ

ツカネズミを除く）

100 頭以内

その他獣類 3 頭以内

外来生物等

（注）

生息確認数以内

（注）環境省「生態系被害防止外来種リスト」

を参照。

目的 許可証等交付対象者 鳥獣の種類・員数 許可の期間 許可区域 方法

個体数調整 有害鳥獣捕獲に準ずる。 第二種特定鳥獣管理計画の達成を図るた

めに適切かつ合理的な数

有害鳥獣捕獲に準ずる。

ただし、第二種特定鳥獣管

理計画の達成を図るために

必要かつ適切な期間を考慮

する。

第二種特定鳥獣管理計画

の区域

有害鳥獣捕獲に準ずる。

http://www.city.toyoake.aichi.jp/reiki_int/reiki_honbun/word/107600011.pdf

